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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第145期

第3四半期連結
累計期間

第146期
第3四半期連結
累計期間

第145期
第3四半期連結
会計期間

第146期
第3四半期連結
会計期間

第145期

会計期間

自  平成21年
      4月1日
至  平成21年
    12月31日

自  平成22年
      4月1日
至  平成22年
    12月31日

自  平成21年
     10月1日
至  平成21年
    12月31日

自  平成22年
     10月1日
至  平成22年
    12月31日

自  平成21年
      4月1日
至  平成22年
     3月31日

売上高 (百万円) 41,663 37,443 14,254 13,406 68,196

経常利益又は経常損失
(△)

(百万円) 47 △179 255 335 2,614

四半期(当期)純利益又
は当期純損失(△)

(百万円) △323 △406 102 209 1,149

純資産額 (百万円) ― ― 30,019 31,170 31,872

総資産額 (百万円) ― ― 69,544 69,021 69,575

1株当たり純資産額 (円) ― ― 478.81 496.65 508.36

1株当たり四半期（当
期）純利益又は1株当た
り四半期純損失(△)金
額

(円) △5.16 △6.48 1.64 3.35 18.34

潜在株式調整後
1株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 43.2 45.2 45.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 6,812 3,369 ― ― 7,861

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,474 △3,040 ― ― △1,971

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △6,221 1,608 ― ― △8,885

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 5,132 4,956 3,022

従業員数 (名) ― ― 1,746 1,786 1,737

(注)　１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 第145期第3四半期連結累計期間および第146期第3四半期連結累計期間の潜在株式調整後1株当たり四半期純

利益金額については、関連会社の発行する潜在株式は存在しておりますが、1株当たり四半期純損失金額であ

るため記載しておりません。

第145期第3四半期連結会計期間、第146期第3四半期連結会計期間および第145期の潜在株式調整後1株当たり

四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２ 【事業の内容】

当第3四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれる事業

の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は、「３ 関係会社の状況」に記載のとおりであります。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第3四半期連結会計期間において、持分法適用関連会社であった日本インター株式会社は、同社の第三

者割当増資に伴い当社が所有する議決権割合が減少したため、持分法の適用範囲から除外されるとともに

関係会社ではなくなっております。
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４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年12月31日現在

従業員数(名) 1,786[339]

(注) １　従業員数は就業人員であります。 

２　従業員数欄の[外書]は、臨時従業員の当第3四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年12月31日現在

従業員数(名) 1,064[193]

(注) １　従業員数は就業人員であります。 

２　従業員数欄の[外書]は、臨時従業員の当第3四半期会計期間の平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第3四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

信号システム事業 13,460 ―

電気機器事業 3,451 ―

合計 16,911 ―

(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。
２．金額は、製造原価（販売価格）によっております。
３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当第3四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(百万円)

前年同四半期比
(％)

信号システム事業 12,003 ― 41,545 ―

電気機器事業 2,558 ― 4,065 ―

合計 14,562 ― 45,611 ―

(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 販売実績

当第3四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

信号システム事業 10,476 ―

電気機器事業 2,929 ―

合計 13,406 ―

(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前第3四半期連結会計期間 当第3四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

東京エレクトロンAT株式会社 1,243 8.7 1,492 11.1

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第3四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響をおよぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第3四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　
文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社および連結子会

社）が判断したものであります。

　

（1）経営成績の分析

当第3四半期連結累計期間における世界経済は緩やかな回復基調にあったものの、わが国経済は円高

の進行に伴う輸出の減速や駆け込み需要の反動による個人消費の落ち込みなどから足踏み状態とな

り、雇用情勢も依然として厳しいことなど、先行き不透明な状況で推移いたしました。

　当社グループにおきましては、電気機器事業は産業機器用電源装置が牽引して引き続き好調に推移い

たしましたが、大型案件の狭間にあたり当初より厳しい事業環境が予測された主力事業の信号システ

ム事業は、新工場を8月から稼動させ、より一層の生産効率改善とコスト低減に向けた取り組みを加速

してまいりましたものの、本格的な稼働に時間を要したことから成果の実現が次四半期以降にずれ込

むなど厳しい事業展開となりました。

この結果、当第3四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高37,443百万円（対前年同連結累

計期間4,220百万円減）、営業利益 △515百万円（対前年同連結累計期間1,069百万円減）、経常利益 

△179百万円（対前年同連結累計期間226百万円減）、四半期純利益 △406百万円（対前年同連結累計

期間82百万円減）となりました。

　なお、当第3四半期連結会計期間の業績は、売上高13,406百万円（対前年同四半期会計期間848百万円

減）、営業利益321百万円（対前年同四半期会計期間24百万円増）、経常利益335百万円（対前年同四半

期会計期間80百万円増）、四半期純利益209百万円（対前年同四半期会計期間106百万円増）となりま

した。

　

事業のセグメント別の業績概況は、次のとおりであります。

　

〔信号システム事業〕

信号システム事業では、鉄道信号システムにおいてＪＲ、民鉄各社および公営鉄道向け「新ＡＴＣ

装置」「新ＡＴＳ装置」や中国向け「電子連動装置用品」などの主力製品が受注、売上ともに引き続

き堅調に推移いたしました。また、プラットホームの安全に関する社会的な関心が高まるなかで、東京

メトロ有楽町線「可動式ホーム柵および可動ステップ」の納入を進めるなどホーム安全設備関係の

売上も堅調に推移いたしました。

　しかしながら、事業全体では大型案件が寄与した前年同期に比べて受注、売上ともに減少となりまし

た。
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この結果、受注高は当連結会計期間12,003百万円、当連結累計期間では39,154百万円、売上高は当連

結会計期間10,476百万円、当連結累計期間では29,090百万円となりました。

　

〔電気機器事業〕

電気機器事業では、半導体応用機器における主力の「産業機器用電源装置」のうち半導体製造装置

用や液晶パネル製造装置用が国内をはじめ中国、韓国、台湾などでの設備投資の伸長により、引き続き

好調に推移いたしました。また、拡販に努めております太陽光パネル製造装置用は一部案件での受注

の立ち上がりが遅れてはいるものの、堅調に推移いたしました。

　この結果、受注高は当連結会計期間2,558百万円、当連結累計期間では8,479百万円、売上高は当連結

会計期間2,929百万円、当連結累計期間では8,353百万円となり、いずれも前年同連結累計期間に比べ

て増加となりました。

　
　

（2）財政状態の分析

当第3四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて553百万円減少し、69,021百

万円となりました。主な増減は以下のとおりであります。

　資産の部は、現金及び預金が1,938百万円、たな卸資産が6,991百万円増加し、受取手形及び売掛金

が11,023百万円減少しました。

　負債の部は、未払法人税等が831百万円減少し、長期借入金が、1年内返済予定の長期借入金とあわ

せて2,664百万円増加しました。

　純資産の部は、利益剰余金が315百万円、その他有価証券評価差額金が372百万円減少しました。

　

（3）キャッシュ・フローの状況の分析

当第3四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前第3四半期連結会計期間末に比べ176百

万円減少し4,956百万円となりました。当四半期連結会計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フ

ローの状況は以下のとおりであります。

当第3四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、224百万円のプラスと

なり、前第3四半期連結会計期間に比べ1,322百万円増加しました。

　これはたな卸資産が1,411百万円増加し、売上債権が1,951百万円減少したことが主な要因であり

ます。

当第3四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、1,426百万円のマイナ

スとなり、前第3四半期連結会計期間に比べ1,417百万円減少しました。これは有形固定資産の取得

による支出が1,536百万円増加したことが主な要因であります。

当第3四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、2,322百万円のプラス

となり、前第3四半期連結会計期間に比べ677百万円減少しました。これは借入金が短期、長期あわせ

て666百万円減少したことが主な要因であります。
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（4）事業上および財務上の対処すべき課題

当第3四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要

な変更および新たに生じた課題はありません。

　

（5）研究開発活動

当第3四半期連結会計期間の研究開発費は、信号システム事業234百万円、電気機器事業116百万円、

共通研究開発費49百万円で、総額400百万円であります。

　研究開発につきましては、事業戦略の上で急務となっております製品開発および製品改良等の研究

課題に取り組んでおります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第3四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第3四半期連結会計期間において、第2四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更および重要な設備計画の完了はありません。

また、当第3四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。

　

　

　

EDINET提出書類

株式会社京三製作所(E01770)

四半期報告書

 9/29



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第3四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年2月10日)

上場金融商品取引所
名または登録認可金
融商品取引業協会名

内容

普通株式 62,844,25162,844,251

東京証券取引所
（市場第一部）
大阪証券取引所
（市場第一部）

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式です。
単元株式数は1,000株です。

計 62,844,25162,844,251― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年10月 1日～
平成22年12月31日

― 62,844,251 ― 6,270 ― 4,625

　

(6) 【大株主の状況】

当第3四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(7) 【議決権の状況】

当第3四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成22年9月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成22年9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　　　　　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　　　―

議決権制限株式(自己株式等) 　　　　　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　　　―

議決権制限株式(その他) 　　　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　　　―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式   82,000

　　　　　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　　　―

完全議決権株式(その他)
普通株式
       62,575,000

62,575 　　　　　　　　　　　　―

単元未満株式 普通株式  187,251　　　　　　　　　　　　― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 62,844,251　　　　　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　　　―

総株主の議決権 　　　　　　　　　　　　― 62,575 　　　　　　　　　　　　―

(注)　１　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権2個)含まれて

おります。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式379株が含まれております。

　

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社京三製作所

横浜市鶴見区平安町
二丁目29番地の1

82,000 ― 82,000 0.13

計 ― 82,000 ― 82,000 0.13

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

最高(円) 500 484 430 410 399 387 376 368 384

最低(円) 450 408 385 369 331 345 327 326 350

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第3四半期連結会計期間(平成21年10月1日から平成21年12月31日まで)および前第3四半期連結累

計期間(平成21年4月1日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第3

四半期連結会計期間(平成22年10月1日から平成22年12月31日まで)および当第3四半期連結累計期間(平成

22年4月1日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しておりま

す。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、前第3四半期連結会計期間(平成21年10月1日か

ら平成21年12月31日まで)および前第3四半期連結累計期間(平成21年4月1日から平成21年12月31日まで)に

係る四半期連結財務諸表ならびに当第3四半期連結会計期間(平成22年10月1日から平成22年12月31日まで)

および当第3四半期連結累計期間(平成22年4月1日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表

について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第3四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

(平成22年3月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,033 3,094

受取手形及び売掛金 ※1
 16,411 27,434

製品 3,637 2,923

半製品 2,061 1,734

仕掛品 16,111 10,265

原材料及び貯蔵品 291 187

繰延税金資産 1,506 1,284

その他 330 76

貸倒引当金 △16 △24

流動資産合計 45,367 46,977

固定資産

有形固定資産 ※2
 11,093

※2
 10,048

無形固定資産 ※3
 727

※3
 830

投資その他の資産

投資有価証券 8,490 8,382

繰延税金資産 2,072 1,866

その他 1,305 1,503

貸倒引当金 △35 △34

投資その他の資産合計 11,833 11,719

固定資産合計 23,654 22,598

資産合計 69,021 69,575
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（単位：百万円）

当第3四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

(平成22年3月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1
 13,446 13,147

短期借入金 2,520 2,895

1年内返済予定の長期借入金 2,657 2,184

未払法人税等 127 959

役員賞与引当金 52 116

受注損失引当金 87 159

その他 ※1
 4,773 6,167

流動負債合計 23,665 25,629

固定負債

長期借入金 8,791 6,600

長期未払金 1,043 1,163

退職給付引当金 3,847 3,957

資産除去債務 117 －

その他 385 353

固定負債合計 14,185 12,074

負債合計 37,850 37,703

純資産の部

株主資本

資本金 6,270 6,270

資本剰余金 4,625 4,625

利益剰余金 19,518 19,833

自己株式 △52 △50

株主資本合計 30,362 30,678

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 941 1,313

為替換算調整勘定 △132 △120

評価・換算差額等合計 808 1,193

純資産合計 31,170 31,872

負債純資産合計 69,021 69,575
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(2)【四半期連結損益計算書】
　　【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第3四半期連結累計期間
(自 平成21年4月1日
 至 平成21年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自 平成22年4月1日
 至 平成22年12月31日)

売上高 ※1
 41,663

※1
 37,443

売上原価 34,517 31,288

売上総利益 7,146 6,155

販売費及び一般管理費

給料及び手当 1,710 1,712

賞与 550 562

役員賞与引当金繰入額 45 52

退職給付費用 209 191

減価償却費 98 113

荷造及び発送費 678 635

その他 3,300 3,404

販売費及び一般管理費合計 6,592 6,671

営業利益又は営業損失（△） 553 △515

営業外収益

受取配当金 110 124

受取保険金及び配当金 148 217

受取補償金 － 130

その他 77 71

営業外収益合計 336 543

営業外費用

支払利息 161 146

持分法による投資損失 603 －

資金調達費用 － 54

その他 77 6

営業外費用合計 842 207

経常利益又は経常損失（△） 47 △179

特別利益

貸倒引当金戻入額 5 7

抱合せ株式消滅差益 ※2
 71 －

固定資産売却益 0 0

特別利益合計 77 7

特別損失

固定資産除売却損 103 175

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 104

投資有価証券評価損 0 4

環境対策費 ※3
 70 －

その他 0 1

特別損失合計 174 284

税金等調整前四半期純損失（△） △49 △456

法人税等 ※4
 274

※4
 △50

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △406

四半期純損失（△） △323 △406
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第3四半期連結会計期間
(自 平成21年10月1日
 至 平成21年12月31日)

当第3四半期連結会計期間
(自 平成22年10月1日
 至 平成22年12月31日)

売上高 ※1
 14,254

※1
 13,406

売上原価 11,710 10,837

売上総利益 2,543 2,568

販売費及び一般管理費

給料及び手当 542 554

賞与 173 184

役員賞与引当金繰入額 15 17

退職給付費用 68 62

減価償却費 40 47

荷造及び発送費 245 241

その他 1,161 1,138

販売費及び一般管理費合計 2,246 2,247

営業利益 297 321

営業外収益

受取配当金 44 47

受取保険金及び配当金 19 6

その他 23 31

営業外収益合計 88 85

営業外費用

支払利息 53 48

持分法による投資損失 51 －

資金調達費用 － 22

その他 25 0

営業外費用合計 130 71

経常利益 255 335

特別利益

貸倒引当金戻入額 0 11

特別利益合計 0 11

特別損失

固定資産除売却損 1 7

特別損失合計 1 7

税金等調整前四半期純利益 253 340

法人税等 ※2
 151

※2
 130

少数株主損益調整前四半期純利益 － 209

四半期純利益 102 209
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第3四半期連結累計期間
(自 平成21年4月1日
 至 平成21年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自 平成22年4月1日
 至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △49 △456

減価償却費 960 1,143

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5 △5

退職給付引当金の増減額（△は減少） △168 △109

投資有価証券評価損益（△は益） 0 4

持分法による投資損益（△は益） 603 －

受取利息及び受取配当金 △111 △125

支払利息 161 146

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 104

売上債権の増減額（△は増加） 14,438 11,020

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,645 △6,996

仕入債務の増減額（△は減少） △5,326 302

その他 252 △679

小計 8,111 4,345

利息及び配当金の受取額 111 125

利息の支払額 △158 △135

法人税等の支払額 △1,252 △965

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,812 3,369

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △52 △40

定期預金の払戻による収入 111 32

投資有価証券の取得による支出 △14 △14

有形固定資産の取得による支出 △1,432 △3,116

無形固定資産の取得による支出 △140 △77

その他 54 176

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,474 △3,040

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △6,780 △375

長期借入れによる収入 5,500 3,000

長期借入金の返済による支出 △4,280 △335

配当金の支払額 △627 △627

その他 △33 △52

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,221 1,608

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 △3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △882 1,933

現金及び現金同等物の期首残高 6,014 3,022

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 5,132

※1
 4,956
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【継続企業の前提に関する事項】

当第3四半期連結会計期間(自  平成22年10月1日  至  平成22年12月31日)

　　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第3四半期連結累計期間
(自  平成22年4月1日  至  平成22年12月31日）

（持分法の適用に関する事項の変更）

１　持分法適用関連会社の変更

当第3四半期連結会計期間において、持分法適用関連会社であった日本インター株式会社は、同社の第

三者割当増資に伴い当社が所有する議決権割合が減少したため、持分法の適用範囲から除外されるとと

もに関係会社ではなくなっております。

２　変更後の持分法適用関連会社の数

該当はありません。

（会計処理基準に関する事項の変更）

１　「持分法に関する会計基準」および「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

第1四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第16号　平成20年3月10日公

表分)および「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年

3月10日）を適用しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べ当第3四半期連結累計期間の経常損失および税金等調整前四

半期純損失にあたえる影響はありません。

 

２　「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第1四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年3月

31日）および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年3

月31日）を適用しております。

　これにより、当第3四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純損失は105百万円増加しております。な

お、営業損失、経常損失にあたえる影響は軽微であります。また、当会計基準等の適用開始による資産除去

債務の変動額は114百万円であります。
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【表示方法の変更】

当第3四半期連結累計期間
(自  平成22年4月1日  至  平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

１　 「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等

の一部を改正する内閣府令(平成21年3月24日　内閣府令第5号)の適用に伴い、当第3四半期連結累計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。

２　 前第3四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「受取補償金」は、営業外収益

総額の100分の20を超えたため、当第3四半期連結累計期間では区分掲記することとしております。なお、前

第3四半期連結累計期間の「受取補償金」は13百万円であります。

３　 前第3四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めていた「資金調達費用」は、営業外費

用総額の100分の20を超えたため、当第3四半期連結累計期間では区分掲記することとしております。なお、

前第3四半期連結累計期間の「資金調達費用」は45百万円であります。
　

当第3四半期連結会計期間
(自  平成22年10月1日  至  平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

１　 「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等

の一部を改正する内閣府令(平成21年3月24日　内閣府令第5号)の適用に伴い、当第3四半期連結会計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

２　 前第3四半期連結会計期間において、営業外費用の「その他」に含めていた「資金調達費用」は、営業外費

用総額の100分の20を超えたため、当第3四半期連結会計期間では区分掲記することとしております。なお、

前第3四半期連結会計期間の「資金調達費用」は16百万円であります。

【簡便な会計処理】

当第3四半期連結累計期間
(自　平成22年4月1日 至　平成22年12月31日)

固定資産の減価償却費の算定方法

固定資産の年度中の取得、売却または除却等の見積りを考慮した予算に基づく年間償却予定額を期間按分

する方法によっております。

　なお、定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する

方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第3四半期連結累計期間
(自　平成22年4月1日 至　平成22年12月31日)

（税金費用の計算）

税金費用については、当第3四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第3四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年3月31日)

※１ 当第3四半期連結会計期間末日は、金融機関の休

日のため、次の四半期連結会計期間末日満期手

形、ファクタリング対象の買掛金およびその他

は四半期連結会計期間末日に決済が行われたも

のとして処理しております。

　 　 百万円

受取手形 134　

支払手形 405　

ファクタリング対象の買掛金 2,336　

ファクタリング対象のその他 1,500　

―

 

※２ 有形固定資産から控除した

減価償却累計額 14,606百万円

※２ 有形固定資産から控除した

減価償却累計額 13,987百万円

※３ 無形固定資産に含まれるのれん　 　 

　 28百万円

※３ 無形固定資産に含まれるのれん

　 40百万円

　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第3四半期連結累計期間

前第3四半期連結累計期間
(自　平成21年4月1日 至　平成21年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自　平成22年4月1日 至　平成22年12月31日)

※１　当社グループの主力事業であります信号システム

事業の製品出荷は年度末に集中するため、第3四半

期の売上高は例年低い水準で推移する傾向にあり

ます。

　同左

※２　抱合せ株式消滅差益は、平成21年4月に連結子会社

京三電設工業㈱が非連結子会社信号工業㈱を吸収

合併したことに伴い計上したものであります。

―

※３　環境対策費は本社および鶴見工場の土壌汚染の浄

化等にかかる費用であります。 ―

※４　法人税等調整額は法人税等に含めて表示しており

ます。
同左

　

　

第3四半期連結会計期間

前第3四半期連結会計期間
(自  平成21年10月1日
至  平成21年12月31日)

当第3四半期連結会計期間
(自  平成22年10月1日
至  平成22年12月31日)

※１　当社グループの主力事業であります信号システム

事業の製品出荷は年度末に集中するため、第3四半

期の売上高は例年低い水準で推移する傾向にあり

ます。

同左

※２　法人税等調整額は法人税等に含めて表示しており

ます。
同左
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第3四半期連結累計期間
(自　平成21年4月1日　至　平成21年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自　平成22年4月1日 至　平成22年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

現金及び預金勘定 5,173百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △40　
現金及び現金同等物 5,132　

 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

現金及び預金勘定 5,033百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △77　
現金及び現金同等物 4,956　

　

　

(株主資本等関係)

当第3四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)および当第3四半期連結累計期間(自  平成22年4月1日  

至  平成22年12月31日)

１．発行済株式の種類および総数

株式の種類
当第3四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 62,844,251

　

　

２．自己株式の種類および株式数

株式の種類
当第3四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 83,004

　

　

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年6月25日
定時株主総会

普通株式 313 5.0平成22年3月31日 平成22年6月28日 利益剰余金

平成22年11月10日
取締役会

普通株式 313 5.0平成22年9月30日 平成22年12月6日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第3四半期連結会計期間(自  平成21年10月1日  至  平成21年12月31日)

　

　
信号システム
事業
(百万円)

電気機器
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

11,236 3,018 14,254 ― 14,254

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

0 319 320 (320) ―

計 11,237 3,337 14,575 (320) 14,254

営業利益 605 333 939 (641) 297

(注)　１　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の主な製品

 (1)信号システム事業・・・・・・列車運行管理システム、列車保安制御システム、交通管制システム

 (2)電気機器事業・・・・・・・・半導体応用機器

　

前第3四半期連結累計期間(自  平成21年4月1日  至  平成21年12月31日)

　

　
信号システム
事業
(百万円)

電気機器
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

35,401 6,261 41,663 ― 41,663

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1 1,563 1,565 (1,565) ―

計 35,403 7,825 43,228 (1,565) 41,663

営業利益 2,138 472 2,610 (2,057) 553

(注)　１　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の主な製品

 (1)信号システム事業・・・・・・列車運行管理システム、列車保安制御システム、交通管制システム

 (2)電気機器事業・・・・・・・・半導体応用機器
　

　

【所在地別セグメント情報】

前第3四半期連結会計期間(自  平成21年10月1日  至  平成21年12月31日)および前第3四半期連結累計

期間(自  平成21年4月1日  至  平成21年12月31日)

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。
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【海外売上高】

前第3四半期連結会計期間(自  平成21年10月1日  至  平成21年12月31日)

　 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,785 40 1,825

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― 14,254

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合

12.5％ 0.3％ 12.8％

(注)　１　地域は、地理的近接度により区分しております。各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

　　（１）アジア・・・・・・中国、台湾、韓国等

　　（２）その他・・・・・・アメリカ等

 ２　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

　

前第3四半期連結累計期間(自  平成21年4月1日  至  平成21年12月31日)

　 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 4,352 145 4,498

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― 41,663

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合

10.4％ 0.4％ 10.8％

(注)　１　地域は、地理的近接度により区分しております。各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

　　（１）アジア・・・・・・中国、韓国、台湾等

　　（２）その他・・・・・・アメリカ等

 ２　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

(追加情報)

第1四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21

年3月27日)および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

 平成20年3月21日)を適用しております。

　

１　報告セグメントの概要

当社は事業部門を基礎として、「信号システム事業」および「電気機器事業」の2つを報告セグメントと

しております。

　「信号システム事業」は鉄道信号システム、道路交通管制システム等の生産・販売を行っており、「電気

機器事業」は半導体応用機器等の生産・販売を行っております。

　

２　報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

当第3四半期連結累計期間(自  平成 22年4月1日  至  平成22年12月31日)

　

報告セグメント

調整額（注）1
(百万円)

四半期連結損益
計算書計上額
（注）2
(百万円)

信号システム
事業
(百万円)

電気機器
事業
(百万円)

計
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　外部顧客に
　対する売上高

29,090 8,353 37,443 ― 37,443

　セグメント間の内部
　売上高または振替高

3 1,176 1,180 △1,180 ―

計 29,093 9,530 38,624 △1,180 37,443

セグメント利益
または損失(△)

589 1,062 1,652 △2,168 △515

(注)1　セグメント利益または損失(△)の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用2,168百万円が含まれ

ております。なお全社費用は管理部門等に係る費用であります。

2　セグメント利益または損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

当第3四半期連結会計期間(自  平成22年10月1日  至  平成22年12月31日)

　

報告セグメント

調整額（注）1
(百万円)

四半期連結損益
計算書計上額
（注）2
(百万円)

信号システム
事業
(百万円)

電気機器
事業
(百万円)

計
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　外部顧客に
　対する売上高

10,476 2,929 13,406 ― 13,406

　セグメント間の内部
　売上高または振替高

3 537 540 △540 ―

計 10,480 3,466 13,946 △540 13,406

セグメント利益
または損失(△)

541 458 999 △677 321

(注)1　セグメント利益または損失(△)の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用677百万円が含まれて

おります。なお全社費用は管理部門等に係る費用であります。

2　セグメント利益または損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(1株当たり情報)

１　1株当たり純資産額
　

当第3四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年3月31日)

　 　

　 　496円65銭
　

　 　

　 508円36銭
　

(注)  1株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第3四半期
連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年3月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 31,170 31,872

普通株式に係る純資産額(百万円) 31,170 31,872

普通株式の発行済株式数(千株) 62,844 62,844

普通株式の自己株式数(千株) 83 148

1株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
(千株) 62,761 62,695

　
　

　
２　1株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額

第3四半期連結累計期間

前第3四半期連結累計期間
(自  平成21年4月1日
至  平成21年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自  平成22年4月1日
至  平成22年12月31日)

1株当たり四半期純損失金額 5円16銭
　

1株当たり四半期純損失金額 6円48銭
　

(注)　１ 潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、関連会社の発行する潜在株式は存在しておりますが、

1株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

    　２ 1株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第3四半期連結累計期間
(自  平成21年4月1日
至  平成21年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自  平成22年4月1日
至  平成22年12月31日)

四半期純損失(百万円) 323 406

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失(百万円) 323 406

普通株式の期中平均株式数(千株) 62,698 62,696
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第3四半期連結会計期間

　

前第3四半期連結会計期間
(自  平成21年10月1日
至  平成21年12月31日)

当第3四半期連結会計期間
(自  平成22年10月1日
至  平成22年12月31日)

1株当たり四半期純利益金額 1円64銭
　

1株当たり四半期純利益金額 3円35銭
　

(注)　１ 潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

    　２ 1株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第3四半期連結会計期間
(自  平成21年10月1日
至  平成21年12月31日)

当第3四半期連結会計期間
(自  平成22年10月1日
至  平成22年12月31日)

四半期純利益(百万円) 102 209

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 102 209

普通株式の期中平均株式数(千株) 62,697 62,696

　

　
　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

　

２ 【その他】

第146期(平成22年4月1日から平成23年3月31日まで)中間配当については、平成22年11月10日開催の取締

役会において、平成22年9月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うこ

とを決議いたしました。

①  配当金の総額                              　  313百万円

②  1株当たりの金額                       　       5円00銭

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日    平成22年12月6日

EDINET提出書類

株式会社京三製作所(E01770)

四半期報告書

26/29



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年2月2日

株　式　会　社　京　三　製　作　所

　　取　締　役　会　御　中

　

 有限責任監査法人　　ト　ー　マ　ツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　水　　上　亮 比 呂　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　澤　　田　修　　一　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社京三製作所の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会

計期間（平成２１年１０月１日から平成２１年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２１

年４月１日から平成２１年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社京三製作所及び連結子会社の平成２

１年１２月３１日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計

期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年2月3日

株　式　会　社　京　三　製　作　所

　　取　締　役　会　御　中

　

有限責任監査法人　　ト　ー　マ　ツ
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　水　　上　亮 比 呂　　㊞
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　澤　　田　修　　一　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社京三製作所の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会

計期間（平成２２年１０月１日から平成２２年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２２

年４月１日から平成２２年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社京三製作所及び連結子会社の平成２

２年１２月３１日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計

期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
　

EDINET提出書類

株式会社京三製作所(E01770)

四半期報告書

29/29


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	第３四半期連結会計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	継続企業の前提に関する事項
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	表示方法の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

